
現 状 課 題

８．国際協力・国際交流関連未定稿
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出典：沖縄県調
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２．国際観光
○通訳の担い手不足により、外国人観光客
向けのガイドを担う学生も多く見られる。

○外国人観光客は料理や土産物の嗜好が
出身国・地域により千差万別であるが、
現在の沖縄は、こうしたきめ細かいニーズを
必ずしも十分に取り込めていない。

○案内標識における和製英語からの脱却や、
飲食店のメニュー等への外国語表記の採用
など、外国人向けの表記が浸透しつつある。

１．全般
○新型コロナウイルス感染症を含め、
海外から持ち込まれる国際感染症が
海外との往来に当たり大きな障壁と
なっている。

○特に東南アジアを中心とする外国の
若年層は総じて上昇志向が強く、学
問や人脈形成にも積極的であり、
日本の若年層との意識の差が生じが
ちである。

○食品スーパーと焼肉店が連携して、外国
人観光客に和牛の精肉を販売し、併設
の焼肉店で飲食してもらう取組が成功を
収めている。

３．国際ビジネス
○沖縄独自の技術と、世界各国の様々な
ニーズとをマッチングできる基盤の整備が
必ずしも十分に進んでいない。

○ｅスポーツにより外国人を誘致する取組も
見られるようになった。

１．全般
○国際感染症に対する防疫体制の
強化・拡充が課題。

○日本の若年層も、ハングリー精神
を含め広い意味での国際感覚を
身に付け、外国と伍していく意識を
涵養する必要。

２．国際観光
○学生を含む観光ガイドの質の担保が課題。
○外国人観光客の新たな需要を掘り起こすため
には、出身国・地域別の嗜好にきめ細かく対応
したサービスの提供が課題。

○多数の言語を併記すると分かりにくくなる点が
課題。香港やシンガポールは中国語と英語のみ
で表記している。

○外国人観光客の新たな需要を喚起するためには、
異業種連携の視点も必要。

３．国際ビジネス
○沖縄の技術と世界のニーズをマッチングし、得られたノウハウを水平展開できるプラット
フォームの構築が課題。

○ｅスポーツはビジネスにも密接に関連しており、MICEの推進に当たっては、通常の国際
会議に加え、ｅスポーツの需要の取り込みも課題。

出典：沖縄県調

【図４】
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現 状 課 題

９．社会資本整備・跡地利用・防災・国土保全関連未定稿
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【図１】

出典：国土交通省調

出典：内閣府沖縄総合事務局調
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出典：総務省調

出典：沖縄県調

(3) その他
○未登記に伴う家主特定の難しさ、不在家主の増
加、賃貸のための修繕・改修費用の負担の大き
さ等を背景に、空き家はあっても貸家は少ないの
が現状。

２．跡地利用
○嘉手納飛行場以南の土地について１千ヘクター
ル以上が返還される予定。

○「基地跡地の未来に関する懇談会」が第一次取
りまとめを公表したが、今後の跡地利用について
ハード中心ではなくビジョンから議論されている。

１．社会資本整備
(1) 全般
○沖縄でも本土と同様に、老朽化したインフラが増加
傾向にある。

○沖縄では、公共施設等の適正配置や整理・統廃合
の取組が十分とは言えない。維持管理コストも全国
最高水準。

３．防災
○自主防災組織率は最低水準で、ハザード
マップ未作成の市町村も存在。他方、外国
人を含む観光避難民への防災対応を支援
する取組が始まるなど、観光客の防災対策
は一定の進展が見られる。

○予期せぬ災害に的確に対応するには、住民
同士の横の連携がカギとなる。

４．エネルギー供給
○沖縄では様々な構造的不利性により、火力
発電に大きく依存する状況にある。

○沖縄では、本土と比較して、天然ガスの利用
環境の整備が必ずしも十分に進んでいない。

出典：防衛省調

【図４】
１．社会資本整備
(1) 全般
○老朽インフラの適切な維持管理のため、ICTを活用した
予防的な対応が課題。

○公共施設等の整備に当たっては、需要予測や整備後
の活用方策、維持管理費等の見通しについて必要な
精査・検証を行った上で判断する必要。

(3) その他
○移住検討者も最初は宿泊して試行的に生活
する場合が多く、行政や地域コミュニティにおいて家主と宿泊事業者を
仲介するなど、空き家を宿泊施設として活用できる仕組みの構築が課題。

４．エネルギー供給
○再生可能エネルギーの促進を含め、沖縄の構造的
不利性に対応するための支援が引き続き課題。

○産業振興や低炭素社会の実現のため、環境に優し
い天然ガスの更なる普及が課題。

(2) 交通
○バス路線、軌道系交通機関、港湾、空港などの 交通インフラについては、更なる機能強化に
資する整備等について様々な要望がある。

○島嶼県の沖縄では、港湾・空港は国内外を結ぶ人流・物流の拠点として重要な役割を果たし
ており、更なる機能強化に資する整備等の要望がある。

○住民の移動や公共交通の利用状況に関するデータの収集・活用が必ずしも十分に進んでいな
い。また、各市町村が個別に公共交通網形成計画を策定している。

(2) 交通
○将来の地域ビジョンや環境への配慮等を踏まえた交通イン
フラの基盤整備や機能の向上が課題。

○沖縄において港湾・空港が果たす重要な役割を踏まえ、
引き続き将来の発展を見据えた必要な
機能の確保に 向け取り組んでいく必要。

○住民の移動や公共交通の利用状況に関する
データを収集した上で、生活圏における複数
市町村の連携の下での地域公共交通計画等
の策定促進が課題。

２．跡地利用
○大規模な跡地利用のプロジェクトをまとめ、実施できるよう地元への支援が課題。
○「基地跡地の未来に関する懇談会」の第一次取りまとめは、まずビジョンを明確化し、その下で
取り組むべきことがソフト中心に示されている点を評価でき参考にする必要。

３．防災
○島嶼は災害対応力が低く、受援力の向上や、防災ノウハウの蓄積がある他市町村との連携、
多言語対応を含めた観光客向けの防災対応の仕組みの構築など、地域の強靭化が課題。

○平時から地域・個人レベルで災害時の対応をシミュレー
ションし、災害発生時に横の連携を確保することが課題。

出典：沖縄県調

【図５】
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現 状 課 題

10．地域・離島の振興関連未定稿

【図２】

【図１】

出典：沖縄県調

出典：厚生労働省調 【図３】

【図６】

出典：総務省調

出典：内閣官房調

３．医療
○離島や過疎地域では、一人で様々な患者に
対応できる総合診療医の需要が高いが、
身体的・精神的な負担が大きく、へき地医療
を志す総合診療医は不足状態にある。
離島の医療機関を受診する観光客も増加し
ており、医療機関の負担が大きくなっている。
医療の提供体制が脆弱な離島では、本島へ
の通院や巡回診療に頼らざるを得ない場合も
多い。

１．全般
○沖縄の離島振興の必要性について、全国の理解が
十分に得られているかが未知数。

○離島は「日本の未来予想図」であり、離島での成功
事例の積み重ねが、日本全体の発展にも資する。

○本島でも北部を中心に、過疎化やインフラの老朽化
等が離島と同様に進んでいく地域が見られる。

４．交通
○赤字航路の維持のために運航本数を
減便した結果、利用者数が減少するとい
う負の連鎖に陥るケースが見られる一方、
離島住民の交通コストの負担軽減に
向けた支援も進んでいる。

○海路・空路の定時運航状況は定時運航
率ではなく、欠航率が指標とされている。

出典：沖縄県調

【図５】

５．通信
○地理的不利性を抱える地域こそ、必要な情報に
不自由なくアクセスできるためのICT環境の整備が
大きな課題。

○離島等の遠隔地はワーケーションにも親和性があり、
民間企業によるリモートオフィスの設置等に対する
支援も課題。

２．教育
○離島や過疎地域における教育の確保は、定住促進のために不可欠な要素と考えられる。
○進学を契機として、多数の若者が島を離れることが半ば常態化している。

［島根県海士町の取組］

離島診療所マップ

出典：地域医療振興協会資料

【図７】

１．全般
○全国の適切な理解を得るためにも、
沖縄振興における離島振興の位置
付けの一層の明確化が課題。

○離島を実験的な取組を推進する
「課題解決先進地」として位置付ける
など、大胆な発想の転換が必要。

○新たな技術の活用も含め、地域の
未来の住民生活のビジョンを考えなが
ら、地域の振興策を講ずる必要。

２．教育
○離島等の実情に応じた教育システムやカリキュラムの研究開発が課題。
○若者の島外流出を食い止める取組も必要だが、島外で高等教育を受けた後にしてもらう
ための仕組みの構築も課題。

３．医療
○遠隔医療の活用や総合診療医を含め、
離島等における医療提供体制の確保が
引き続き課題。

４．交通
○離島航路を維持するためには、利用者
数の増加に向け、離島住民のみならず、
離島への移住検討者や観光客に対する
支援の検討も課題。

○仮に遅延が生じても、欠航さえしなければ
定時運航として扱われるため、より実態に
即した指標の設定が課題。

５．通信
○超高速ブロードバンドを始めとするICT基盤の
整備により最も恩恵を受けるのは離島だが、
未だ通信環境が十分でない地域も見られる。

○特に離島では、超高速ブロードバンドを始めと
するICT基盤等の定住環境の整備が、雇用
の創出を始め多様な政策効果をもたらすと
言える。

【図４】

出典：沖縄県調

○島前高校魅力化プロジェクト
地元中学生の高校進学による
島外流出を阻止するために、教
職員、民間事業者、地域住民
などの関係者が参画し、プロジェ
クトを実施（H20～）。
「地域創造コース」「特別進学
コース」の設置等の取組により、
地元中学生も島内に残り、島
外からの生徒も増加。

○参考：人口

○公営塾「隠岐國学習センター」
島前３町村（海士町、西ノ島
町、知夫村）で学校地域連携
型公立塾を設立（島前ふるさと
魅力化財団が運営）。
Iターン者等のスタッフによる講義
や個別学習、ITを活用した講義
等を組み合わせることで学習能
力の向上の機会を創出。
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現 状 課 題

11．環境保全・再生・景観形成関連未定稿

【図２】

【図１】

出典：沖縄県調

出典：環境省調

【図３】

【図５】
(2) 制度
○環境アセスメントなど、環境保全に関する
制度や枠組みは充実しつつある。

○全国では産業廃棄物税等の法定外目的税が
広がりを見せているが、沖縄ではこうした取組
が必ずしも十分に進んでいるとは言えない。

１．環境保全・再生
(1) 全般
○沖縄には世界に誇る自然環境が広がっており、
豊かな生物多様性も認められる。

○観光客の過度な受入れにより、水資源の枯渇や
ゴミの処理問題が発生するおそれがある。

○「奄美大島、徳之島、沖縄島北部及び西表島」
の世界自然遺産への登録に向け、官民を挙げた
取組が続いている。

２．景観形成
○欧米では景観保全を目的とする
体系的な法制度の下、行政に
よる積極的な景観の保全が行
われているが、沖縄ではこうした
取組が必ずしも十分とは言えな
い状況にある。

○無電柱化の推進により、良好な
景観の維持や歩行空間の確保、
防災性の向上が期待できる。

出典：国土交通省調

【図４】

出典：沖縄県調

【図６】

○ICTの活用により、例えばSNSで自然や風景を投稿する際に、任意で電子マネーによる
環境保全への寄附を求めるなど、これまでにない取組が可能となった。

○開発行為に伴い、リュウキュウアユの絶滅や外来魚の増加など、沖縄の生態系に様々な
影響が見られる。

１．環境保全・再生
(1) 全般
○自然と上手に付き合ってきた我が国の強みを
活かしつつ、地域特性に富む沖縄の自然環境を
保全・活用していく必要。

○観光客の増加により環境問題が生じないよう、
適切なマネジメントが課題。

○島という閉鎖的環境で形成された沖縄の生態系は
脆く弱いものであり、世界自然遺産への登録のため
には、自然保護に向けた一人ひとりの意識の涵養や、
利用実態を踏まえた「保護」と「利用」の両立が課題。

○ICTの活用により環境保全への協力に対する心理的な
ハードルを下げるなど、より裾野の広い協力を得ることが
課題。

○開発行為と環境保全との適切な両立が課題。

(2) 制度
○環境に配慮したインフラ整備を進める際に
は、環境アセスメント等の制度だけに依拠
せず、持続可能な地域の構築に向けて
主体的に考え、取り組んでいくことが必要。

○環境保全の観点からも、必要に応じた
法定外目的税の導入の検討が課題。

(3) 水資源
○観光の振興に当たっては、水資源の枯渇につながらないよう留意が必要。
○離島における水資源の確保や、給水コストの高さが課題。

２．景観形成
○沖縄の良好な景観形成に向けたビジョンを
設定するとともに、景観の形成を主体的に
推進していく必要。

○日本の無電柱化率は世界的に見て低く、
また、沖縄も本土の主要都市と比較して
低水準にあり、無電柱化推進計画の着実
な推進が課題。

(3) 水資源
○沖縄は本土より水資源が乏しい反面、日本で最も水を消費する地域であり、
また、沖縄の基幹産業である観光業は、一般に水を大量に消費する傾向が見られる。

○水資源が乏しい離島では、海水の淡水化や海底送水管を通じた他島からの給水に
頼らざるを得ない。
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現 状 課 題

Ⅲ 現行沖縄振興計画の現状と課題 （政策ツール別）未定稿

【図２】

【図１】

【図３】

【図５】

出典：総務省調

２．税制ツール
○税制優遇は補助金と比較し、利用する
企業等にとっては見通しを立てやすいが、
政策効果は可視化しにくい。

○本土では、超過課税等の導入により、
自主財源の確保に奔走する自治体が
多く見られるが、沖縄では比較的低調。

１．予算ツール
○全国の自治体では、予算の獲得や効果的な
活用に当たり、各地の成功事例等の参照や、
独自の取組の推進を通じて創意工夫を尽くし
ている。

○近年のソフト一括交付金は、新たな行政需要
に応じた新規事業も一部存在するものの、
行政需要が継続しているため中止が困難な
事業も一定割合存在する。

○ハード一括交付金の活用に当たっては、国の
厳しい財政状況に鑑み、将来の維持管理・
更新の費用まで見据えた検討が必要。

３．政策金融
○沖縄公庫は、地域の実情に応じた支援の
ノウハウを有しており、コロナ禍においても
機動的な対応を実現。

○沖縄公庫は、通常の融資審査に加え
コンサルティング業務を果たす場合もあり、
様々な形で地域に貢献。

４．その他
○沖縄では全国と比べ、官民連携の取組が
低調。特に、学校給食や図書館は、離島県
としての事情を考慮する必要があるものの、
民間委託が遅れている。

出典：沖縄振興開発金融公庫資料

【図４】

出典：内閣府調

【図６】

１．予算ツール
○現行の沖縄振興策は、自治体間での施策の相互参照
や創意工夫につながるインセンティブの適切な付与に
更なる向上の余地。

○費用対効果を不断に検証するなど、真に必要な施策に
柔軟かつ重点的に予算を投下できる仕組みを通じて
「選択と集中」が一層図られる余地が存在。

○財政的・人員的な余裕に乏しい他県では、複数部局が
連携して横串的に施設の長寿命化等に取り組む例も
多い。沖縄でも他県の優れた取組を積極的に取り入れ
ていく必要。

２．税制ツール
○税制優遇と補助金のいずれの政策
ツールを選択するかについては、政策の
効果やコストを含む多面的な検討が
必要。

○沖縄でも、自主財源の確保に向けた
努力を尽くすとともに、税制優遇により
企業が得た利益を外部へと流出させず、
沖縄経済に還元させる戦略が必要。３．政策金融

○地域の実情や状況変化を踏まえた柔
軟かつきめ細かな対応を行い、引き続
き地域に根差した政策金融機能を発
揮する必要。

○沖縄公庫は、融資先へのコンサルティ
ングやプロジェクトマネージャーとしての
助言など、引き続き、多様な形での沖
縄の地域社会への貢献が必要。

４．その他
○官民連携の取組を進めるとともに、「共
助」の担い手となる地域コミュニティ機
能の強化に向けた取組の推進が課題。

出典：沖縄振興開発金融公庫資料

民間資金等活用事業(PFI)の実施状況

出典：内閣府調

出典：内閣府調
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